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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、顧客第一主義、人間性を重視した組織運営により、株主とともに永続的に発展する企業であり続けることを理念としております。
経営環境の変化にスピーディーに対応し、かつ企業理念にもとづき的確な意思決定を図ることができる組織体制の確立がコーポレート・ガバナ

ンスの基本であると考えており、現在の取締役、監査役制度を一層強化しつつ、より透明性の高い公正な経営を目指してまいりたいと考えており
ます。

・リスク管理体制の整備の状況

当社グループは従来より法令の遵守はもとより、社会的良識をもって行動することとその責任の重要性を認識し、企業倫理の実践に取り組んでお
ります。

監査役監査、内部監査の積極的な実施のほか、グループコーポレートガバナンス担当役員を設置し、総務部・人事部・経理部・リスクマネジメント

部・内部監査室等の関係部署とグループ各社の担当部署をメンバーとしたコンプライアンス委員会を組織しております。委員会では、リスクへの

施策を決定し、関係部門と協力してこれを推進しており、これらの活動は随時取締役会に報告がなされる体制となっております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

2021年6月改訂後のコードに基づき記載しております。

【補充原則１－２－４　議決権の電子行使と招集通知の英訳】

　当社は、現在、株主総会招集通知の英訳を行っておりませんが、今後の株主構成の動向を踏まえて、必要に応じて適切な対応を検討してまいり
ます。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、現在、企業年金の運用をスチュワードシップコードの受け入れを表明している資産管理運用機関に委託しておりますが、運用機関から
定期的に運用状況の報告及び運用方法の助言を受けております。また、企業年金の受益者と当社との間に生じ得る利益相反がより適切に管理さ
れるよう、現在その体制を検討しております。

【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】

　当社は、社外取締役１名と社外監査役から１名を独立役員として届出しております。

　独立社外取締役は１名ではありますが、社外取締役としての客観的な立場から、他取締役及び監査役と忌憚のない意見交換を適宜行っており

独立社外取締役としての責務を十分に果たしております。

　引き続き当社の企業理念「人が、心が、すべて。」の考えのもと、当社グループへの深い理解と社外取締役として期待される役割を果たせる方の
選定を行ってまいります。

【補充原則４－１０－１　指名・報酬に関する委員会】

　当社の社外役員に期待する役割といたしましては、豊富な経験や有する専門的な知見による経営全般に対する助言、当社グループのガバナン
ス及びリスクマネジメントの強化であります。当社は社外取締役１名（うち独立役員１名）及び社外監査役２名（うち独立役員１名）の計３名でありま
すが、定期的な会合を利用して独立社外者間における情報交換・認識共有を行っており、適切に機能していると考えております。

　取締役及び監査役の指名、報酬の決定につきましては原則３－１の方針に基づき手続きを行っておりますが、指名・報酬委員会等への体制移
行につきましては、原則４－８に記載のとおり社外取締役の選定を行いながら、検討を進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　いわゆる政策保有株式】

　当社は、取引先との安定的・長期的な取引関係の維持・継続の観点から、中長期的な企業価値向上に資すると判断する場合に限り、株式の政
策保有を行う場合があります。

　また、政策保有株式に係る議決権行使にあたりましては、企業価値向上の効果及び取引先企業の状況等を総合的に判断しております。

【原則１-７　関連当事者取引】

　当社は、関連当事者との取引につきましては、取締役会にて定めました「関連当事者取引管理規程」に従い、取引の合理性及び取引条件の妥
当性について、あらかじめ所定の手続きに則って検討することとしており、必要に応じて、取締役会に付議し承認を得るものとしております。

　取引実施後につきましては、内部監査及び監査役監査にて検証がなされ、必要に応じて取締役会に報告することとしております。

【補充原則２－４－１　中核人材の登用における多様性の確保】

　当社グループは創業以来変わることのない企業理念「人が、心が、すべて。」の考え方のもと、「個を活かしながら、全体の調和を重んじる」人事



戦略を重視しております。「さがし―育て―活かす」という一連のサイクルを事業展開にリンクさせながら、多様な働き方、価値観が求められる中、
社員一人ひとりの個性を尊重し、働きがいを感じながら自分らしく働ける環境整備を推進しています。

　女性活躍促進：創業以来、女性の活性化に取り組み、営業職・技術職を問わず、年々、女性マネージャーは増加し、その活躍の場が広がってい
ます。スターツグループでは女性がやりがいをもって長く働ける環境を創出し、女性のキャリアアップ支援を推進するため2025年までに管理職に占
める女性比率を13％にする目標を設定しております。（2020年度実績 11.1％）

　グローバル人材：海外現地法人の拠点展開とグローバル化が進む中、日本国内での新卒採用を始め、外国籍社員の雇用に積極的に取り組ん
でいます。日本で数年、業務やサービスの基礎など経験を積んだのち、海外現地法人各拠点に配属となることもあります。また、外国の人向けの
不動産店舗「スターツピタットハウス㈱インターナショナルTOKYO」では外国籍社員が多数在籍しお部屋探しをするなど、国籍問わず、国内外の幅
広いフィールドで活躍しております。

　キャリア採用：専門知識を保有する人材の採用による既存事業の強化・底上げ、新たな事業の創出等、様々な観点から多様な部門で採用を行
っており、管理職、執行役員、取締役への登用も進んでおります。

詳細及びその他の取り組みについては当社ＨＰ「スターツの考える人材育成」をご参照ください。

(https://www.starts.co.jp/sustainability/work_environment/)

【原則３－１　情報開示の充実】

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　「人が、心が、すべて。」　

　創業以来変わることのない当社グループの企業理念であります。

　当社ホームページにおきまして公表しておりますので、ご参照ください。

　https://www.starts.co.jp/company/philosophy/

　経営戦略、経営計画等につきましては、四半期毎の決算短信及び有価証券報告書に記載のほか、年２回開催しております決算説明会資料にお
きまして掲載しております。

　資料は、当社ホームページにおきまして公表しておりますので、ご参照ください。

　https://www.starts.co.jp/investor/library/explanation/

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　コーポレート・ガバナンス報告書「１．１．基本的な考え方」に記載のとおりであります。

（３）経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続き

　当社の取締役報酬につきましては、株主総会の決議により定められた限度額の範囲内にて、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方
針とし、具体的には取締役の個人別の報酬は固定報酬としての基本報酬を支払うこととしております。

取締役の個人別の報酬等にかかる決定方針の内容は次のとおりであります。

１．基本報酬（金銭報酬）に関する方針

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて、当社の業績、従業員給与の水準等をも考慮しながら、総合
的に勘案して決定するものとする。

２．報酬等の決定の委任に関する事項

　個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき、代表取締役社長がその具体的な内容について委任を受けるものとし、その権限の内容
は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた評価配分とする。

（４）経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き

　経営陣幹部の選任、取締役候補者指名につきましては、企業理念にもとづく的確な意思決定、適切なリスク管理等のバランスを考慮し、適材適
所の観点から、代表取締役及び担当取締役が総合的に検討した上で、取締役会にて十分な説明及び議論を行い承認を得ることとしております。

　監査役候補指名につきましても、財務・会計に関する知見、企業経営全般に関する知見、リスク管理に関する知見等多様な視点のバランスを考
慮し、代表取締役及び担当取締役が総合的に検討し、監査役会の同意を得た上で、取締役会の承認を得ることとしております。

　

（５）取締役会が上記（４）を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の個々の選任・指名についての説明

　社外取締役及び社外監査役の選任理由につきましては、本報告書「経営上の意思決定、執行及び監査に係る経営管理組織その他のコーポレ
ート・ガバナンス体制の状況【取締役関係】【監査役関係】」に記載のほか、取締役及び監査役候補者につきまして、「株主総会招集ご通知」の株主
総会参考書類「略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況」に個人別の経歴を記載しております。

【補充原則３－１－３　サステナビリティについての取り組み】

（１）サステナビリティについての取り組み

　当社グループは創業以来、「住まい」というハードを提供するだけでなく、人々の「暮らし」、地域に根差した「街づくり」を常に想い、夢の実現をお
手伝いする「総合生活文化企業」として歩んでまいりました。

　地震に強い免震建物の普及への注力は阪神・淡路大震災をきっかけに、住まう人の命と生活を守り、安心・安全な建物を社会に広めたいという
考えから始まりました。より分かりやすく免震の効果を伝えるため、2006年に日本で初めて免震建物の揺れを再現できる「起震車」を導入し広報・
宣伝としての活用のほか、防災・減災意識の向上を目指して、横浜市や浦安市などの地方自治体や法人企業、町会等の地域の防災訓練にも出
動しています。　また、トイレなどの生活用水が不足した過去の震災を教訓に、免震建物を建築するお客様に井戸の設置をお願いしています。井
戸の周囲は地域の方も入れるように整備し地域のコミュニティーとしての役割を担い、災害時には免震建物が地域の防災の拠点として機能する
提案を行っています。単なる建築では終わらない、災害に強い街づくりに取り組んでいます。

　多くの人と出会う中で心と想いに寄り添い、“等身大の日々”を大切にしながら、事業だけでなく、さまざまな活動を通して持続可能な社会につな
がる”和”を広げる取り組みを続けてまいります。

（２）人的資本、知的財産への投資

　創業以来変わることのない企業理念「人が、心が、すべて。」の考え方のもと、「人」を経営の柱として重視してきました。適材適所の考えを重視し
、社員の自己成長・自己実現を支援する取組み、社員が自らのキャリアを主体的に考え、行動できるよう様々な制度を設けています。また、同年
代、同役職での研修など、横のつながりを深めることで刺激し合い、高め合える環境づくりも重視しています。

　知的財産への投資につきましては、「高床免震」をはじめとした免震工法技術や、AIを活用した建築事業計画サービス「ARCHSIM」等、様々な特
許を取得しており、今後も当社の事業展開に合わせた特許権や商標権の取得を適切に実施してまいります。

（３）ＴＣＦＤ提言に基づく気候変動関連の情報開示

　気候変動に係るリスク及び収益機会が当社の事業活動や収益等に与える影響について、必要なデータの収集と分析を行っていくとともにＴＣＦＤ



と同等の枠組みに基づく開示等、開示の方法等についても検討してまいります。再生可能エネルギーの利用、防災・減災・ＢＣＰ（事業継続計画）、
災害時の復旧への貢献をはじめ、事業を通じて気候変動に関連する社会課題の解決に貢献できるよう、取り組みを進めてまいります。

サステナビリティ課題への取り組みの詳細は当社ＨＰ「サステナビリティ」をご参照ください。

(https://www.starts.co.jp/sustainability/)

【補充原則４－１－１　取締役会の役割・責務】

　取締役会は、法令・定款に定めるもののほか、当社「取締役会規程」に定める事項の決定を行います。

　また、業務執行に関しましては、当社「組織規程」・「職務権限規程」等にもとづき、権限を明確にしております。

【原則４-９　独立社外取締役の独立性判断基準】

　社外取締役につきましては、東京証券取引所が定める基準のもと、豊富な経験と経営に関する高い見識を有し、経営全般に対して的確な助言
をいただける方を選任しております。

【補充原則４－１１－１　取締役会のバランス、多様性、規模並びに取締役の選任に関する方針・手続き】

　当社は、取締役の員数は定款で１５名以内と定めており、現在、２名の代表取締役、１名の独立社外取締役、８名の取締役（主要グループ会社
代表取締役及び当社管理部門各責任者）の１１名で、経営環境の変化にスピーディーに対応し、企業理念にもとづき的確な意思決定ができるバラ
ンスのとれた体制としております。

　取締役の選任に関する方針・手続きにつきましては、原則３－１（４）に記載のとおりであります。

【補充原則４－１１－２　取締役・監査役の他の上場会社の兼任状況】

　取締役及び監査役の兼任の状況につきましては、「株主総会招集ご通知」添付書類の事業報告「会社役員の状況」におきまして、毎年開示して
おります。

【補充原則４－１１－３　取締役会の実効性の自己分析・評価】

　当社は、毎月１回または必要に応じて適宜取締役会を開催し、決議事項及び報告事項についてタイムリーに審議、報告、議論を行っております
。社外取締役及び社外監査役の出席率も高く、忌憚のない意見や助言をいただいており、経営課題について十分な検討を行っております。

【補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニング】

　当社は、取締役・監査役がその役割・責務を果たすことができるよう、必要に応じて、社内研修や外部講師による研修会を開催するほか、外部セ
ミナー等への参加など、個々の取締役及び監査役にとって職務の遂行上必要な知識・経験等を得る機会を設けております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、株主・投資家とのコミュニケーションの機会として、株主総会（その後の株主懇親会）、年２回の決算説明会（説明会資料の開示）、個別
ミーティング等を開催し、当社グループの事業内容の説明に努めております。

　また、ＩＲ担当役員を設置し、株主・投資家とのコミュニケーションを統括するとともに、関係部署が連携して情報の発信及び株主・投資家からの
情報収集に取り組んでおり、その内容につきましては必要に応じてＩＲ担当役員または取締役会等に報告することとしております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社豊州 8,165,196 16.05

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,845,700 9.53

村石　久二 4,446,562 8.74

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,110,500 8.08

スターツ従業員持株会 2,856,738 5.62

株式会社りそな銀行 2,184,000 4.29

大槻　三雄 932,336 1.83

ＡＩＧ損害保険株式会社 885,600 1.74

村石　純子 875,066 1.72

スターツアメニティー株式会社 720,304 1.42

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況：上記のほかに自己株式3,134,600株があります。



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 不動産業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は上場子会社としてスターツ出版(株)を有しております。

当社グループは総合生活文化企業を目指し、地域に根差した、皆様の暮らしに末永くお役に立てるサービス・商品をワンストップで提供し、景気に
左右されない安定収益基盤づくりに努めております。そのために、グループ各社が自主自立の精神をもちながらも様々な連携を図ることで相乗効
果を発揮し、グループとしての持続的成長、企業価値向上を図ることを基本とし、「関係会社管理規程」にもとづいて、グループ各社の機動的・効
率的な業務遂行を尊重しつつ、当社による適切な管理を行い、業務の適正性を担保することとしております。スターツ出版(株)は、1983年3月に設
立、地域の皆様の暮らしをより楽しく豊かにするための地域情報提供を目的としてコミュニティ誌の発行からスタートいたしましたが、2001年8月株
式公開以降、現在では会員数370万人を有する女性向けWEBサイト「OZモール」における施設予約サービスの展開、雑誌「OZマガジン」「メトロミニ
ッツ」の発行をはじめ、書籍、電子コミックにおいて複数のレーベルを有し人気作品を提供し続けており、当社グループにおける新たな事業領域の
拡大、新たな取引先及び顧客層の開拓に寄与しております。出版事業会社として上場していることにより、社会的知名度の向上による人財確保、
社会的信用の維持による安定した事業経営が可能となり、ひいては当社グループの持続的成長、企業価値向上にも資するところであります。スタ
ーツ出版(株)に対しては、当社グループの全体最適を確保するために当社から監査役を２名派遣しておりますが、同社の独立した意思決定を尊
重しており、独立社外取締役１名、社外監査役２名の選任によるガバナンス体制を構築し、少数株主の利益が不当に損なわれることのない体制と
しております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

弘中喜通 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

弘中喜通 ○ ―――

社外取締役弘中喜通氏は、経営者として長く企
業経営に携われ、豊富な経験と幅広い見識を
有しており、当社の経営全般に対しまして的確
な助言をいただけるものと判断し選任いたしま
した。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と会計監査人は、年間予定、業績報告等の四半期毎の会議をはじめ、業務処理・会計処理に関する情報交換を随時行っておりま

す。内部監査室は、年間予定・月間予定、内部監査結果等について、随時監査役と打合せを行っており、必要に応じてお互いに連携の上、

業務改善や業務活動の適正性を指導しております。さらに内部統制制度にもとづく監査計画について、内部監査室は期初に会計監査人と

打合せを行い、期中においては監査結果の評価に関する打合せを適時行い、財務報告にかかる内部統制の有効性を確認しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名



社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

相亰　重信 他の会社の出身者 △

前原　豊 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

相亰　重信 ○ ―――

社外監査役相亰重信氏は、長く金融機関の経
営に携わっており、企業経営全般について、ま
た社会経済情勢等に豊富な経験と知見をもっ
ております。なお、相亰氏の経歴からも当社と
の独立性は保たれており、一般株主との利益
相反が生じるおそれはないものと判断しており
ます。

前原　豊 　 ―――
社外監査役前原豊氏は、長く損害保険会社に
勤務されていた経験から、特にコンプライアン
ス関係の知見に長けております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明



事業年度の業績等に応じて役員報酬を変動させております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

2021年3月期における取締役に対する報酬の内容は次のとおりであります。

取締役　10名　　282,375千円（2020年6月26日開催の第48回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役2名の報酬等を含めております。）　

上記のほか、取締役4名が子会社から報酬145,953千円の支給を受けております。

また2020年6月26日開催の第48回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役に対する役員退職慰労金は26,125千円であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の取締役報酬につきましては、株主総会の決議により定められた限度額の範囲内にて、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針
とし、具体的には取締役の個人別の報酬は固定報酬としての基本報酬を支払うこととしております。

取締役の個人別の報酬等にかかる決定方針の内容は次のとおりであります。

１．基本報酬（金銭報酬）に関する方針

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて、当社の業績、従業員給与の水準等をも考慮しながら、総合
的に勘案して決定するものとする。

２．報酬等の決定の委任に関する事項

　個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき、代表取締役社長がその具体的な内容について委任を受けるものとし、その権限の内容
は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた評価配分とする。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役を補佐する部署といたしまして、内部監査室は社外取締役及び社外監査役と適時情報交換を行い、場合によっては
監査役監査業務の補佐を行っております。また、経理部は監査役会開催の際の事務連絡等において協力しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

河野一孝 特別顧問
グループ事業全般に関するアドバ
イス

常勤

報酬あり
2018/6/22 ―――

大槻三雄 特別顧問
グループ事業全般に関するアドバ
イス

常勤

報酬あり
2018/6/22 ―――

関戸博高 特別顧問
グループ事業全般に関するアドバ
イス

常勤

報酬あり
2019/6/27 ―――



元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 3 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は取締役11名（うち独立社外取締役1名）で取締役会を、監査役3名（うち社外監査役2名）で監査役会を構成しております。

取締役会は、経営の基本方針、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する機関と位
置づけ、月1回開催し、また必要に応じて随時開催し、相互に業務執行をチェックできる体制としております。

また、監査役3名のうち1名は常勤監査役として執務し、取締役会や当社グループ責任者会議等の重要な会議に出席するほか、当社グループの
業務監査を積極的に実施し、社外監査役2名（うち1名は独立役員）とともに業務執行の適法性、妥当性のチェックをしております。

さらに内部監査体制として内部監査室があり、随時内部監査を実施し、内部規程等にもとづき適正に業務推進がなされているか監査しており、監
査役監査とあわせて、業務執行の適法性をチェックできる環境を整えております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は監査法人日本橋事務所に所属する千葉茂寛氏、古川誉氏のほか業務補助者として公認会計士5
名、その他数名であり、公正普遍な立場から監査が実施される環境を整備しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

監査役3名のうち2名が社外監査役として就任しており、また他の1名は当社グループの業務に精通しております。監査役は取締役会のほか社内
の主要会議に出席するとともに、当社グループの業務や財産の状況の調査及び監査を行っており、内部監査部門とも連携を図っております。

さらに独立社外取締役の就任によりまして、その経歴からの豊富な経験と幅広い見識をもって、当社の現状の経営体制を踏まえた的確な助言を
いただけるものであります。

このように、当社グループの現状や将来を見据えた経営監視機能といたしましては、現在の体制が十分機能しているものと考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 決算スケジュール等をふまえ、状況に応じて日程を設定しております。

電磁的方法による議決権の行使
当社指定の「議決権行使ウェブサイト」を設置し、インターネットによる議決権行使を可能
としております。

その他

株主総会後の役員との懇談会を開催し、株主とのダイレクトコミュニケーションが図れるよ
う

努めておりますが、昨年及び今年につきましてはコロナ禍における開催であることを勘案
し中止しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年2回、第2四半期・通期決算発表後に決算説明会を開催しており、社長に

よる事業戦略・トピックス等の説明のほか、業績状況等の説明を行っており

ます。

あり

IR資料のホームページ掲載
URL　https://www.starts.co.jp/investor/　にて決算説明資料、決

算短信、その他適時開示資料を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 担当は取締役　村松久行であり、担当窓口部署は広報部であります。



その他
アナリスト・投資家の方々からの個別面談等のご依頼については、できる限り
お応えするようにしております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

内部規程「インサイダー取引防止に関する規程」に定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

スポーツ・文化活動への協賛を通じて、地域社会の活性化・企業理念の実践に努めており

ます。（東京マラソンゼッケン協賛・全日本大学女子駅伝協賛・スターツシニアゴルフトーナ
メント開催・スターツレディスゴルフ大会開催・全日本卓球チームオフィシャルスポンサー・
新日本フィルハーモニー賛助会員等）

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

情報開示担当役員の統制のもと、定例及び随時の取締役会等で承認を得たのち、早急に

情報開示を実施する体制を整えております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社及びグループ企業各社（以下、「当社グループ」という）は、「人が、心が、すべて。」という創業以来大切にし続けている「企業理念」を当社グル
ープ全役職員により具現化するために、適切な組織の構築、規定、ルールの制定、情報の伝達、モニタリング等を行う体制を確立するために、内
部統制システムを整備、維持していく。また、これを常に見直していくことにより、適正かつ効率的な体制を実現するものとする。

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社グループの役職員は、「人が、心が、すべて」の企業理念、内部規制、宅地建物取引業や建設業法をはじめとする関連法令等の理解が法令・
定款及び社会規範を遵守した行動のための基本でることを認識し、その徹底を図るため、リスクマネジメント部においてコンプライアンスが取り組
みの横断的に統括することとし、同部を中心に当社グループ役職員の教育等を行う。また、当社代表取締役が繰り返しその精神を当社グループ
役職員に伝えることにより、法令順守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。内部監査室は、リスクマネジメント部と連携の上、コンプラ
イアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。

２．取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する事項

当社グループの文書取扱管理規定に基づき、取締役の職務執行に係わる情報を記録し保存、管理する。取締役及び監査役は、これらの情報を
閲覧することができるものとする。

内部監査室は、情報の記録・保存・管理状況等の監査を行うものとする。

３．損失の危険の管理に関する規定、その他の体制

当社グループの取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に関するリスク
については、それぞれ担当部署にて、規制・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布を行うものとする。

また、リスクマネジメント部は、当社各部と連携して当社グループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

当社は、変化の激しい経営環境に迅速に対応すべく、定例の取締役会のほか必要に応じて随時開催し、業務執行上の責任を明確にするた

め、取締役の任期を１年と定めている。また、当社グループの取締役会の業務執行の効率を図るため、以下の体制を整備する。

（１） 職務権限・意思決定のルールの策定

（２） 取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく事業ごとの業績目標の設定と月次・四半期業績管理の実施

（３） 取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社グループにおける内部統制の構築を目指し、業務適性については、関係会社各規定に基づき管理し、業務執行の状況につい

て、リスクマネジメント部、総務部、人事部、経理部、内部監査室等の各担当部が評価及び監査を行うものとする。リスクマネジメント部、総務部、
人事部、経理部、内部監査室等の各部は、当社グループに損失の危険が発生し、各担当者がこれを把握した場合には、直ちに発見された損失の
危険の内容、損失の程度および当社に及ぼす影響等について、当社の取締役会及び担当部署に報告する体制を確保する。

内部監査室は、内部監査を実施した結果を取締役会、監査役、グループ会社社長等に報告し、内部統制の整備を推進するとともに、各部と協議
の上、改善策の指導、実施の支援、助言等を行う。

監査役はグループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行えるよう、会計監査人との緊密な連携体制を構築する。

６．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に

関する事項

監査役は、内部監査室所属の職員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた

職員はその命令に関して、取締役、内部監査室長等の指揮命令は受けないものとする。

当該職員の人事異動等については、監査役会の同意を得るものとする。

７．取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制

当社グループの役職員は、当社監査役会の定めるところに従い、法定の事項に加え、当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実

施状況等を要請に応じて報告および情報提供する。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役との協議により



決定する方法とする。

監査役への報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告を行ったことを理由に不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループ
役職員に周知徹底する。

８．その他監査役会の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

監査役会は、代表取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催し、効果的な監査業務の遂行を図る。取締役は、監査役の

適切な職務遂行のため、監査役と子会社の取締役・監査役との情報交換が適切に行われるよう協力する。

また、監査役会が職務を執行する上で必要な費用に関しては、速やかに当該費用の処理を行うものとする。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法にもとづく、内部統制の有効性の評価かつ内部統制報告書の適切な提出に向け
内部統制システムを構築する。また、本システムが適正に機能し、運用が継続されるよう評価及び是正を行う。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、反社会的勢力からの不当要求・妨害行為に対して
は、警察や弁護士等の外部専門組織と連携し、毅然とした態度で組織的に対応することを基本方針とする。

当社グループでは「行動規範ハンドブック」を全社員に配布し、そのハンドブックにおいて、反社会的勢力に対する行動規範を記載し、その事項の
遵守を全社員へ周知徹底する。また、総務部を反社会的勢力対応部署とし、同部が反社会的勢力に関する事項を統括管理し、不当要求防止責
任者を配置、「反社会的勢力排除マニュアル」を作成しグループ内に告示し運用する。

反社会的勢力による不当要求に備え、平素から警察や弁護士等との外部専門機関と連携をとる。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――
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